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那覇市母子生活支援センターさくら指定管理者募集要項 

 

はじめに 

那覇市母子生活支援センターさくら（以下、「さくら」という。）は、児童福祉法（昭和22年法律第164

号）第38条の規定に基づき、配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子とその児童を入所させ、

その保護を行うとともに、母子の自立促進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について相

談その他の援助を行うことを目的とした施設です。 

また、地域福祉に貢献する施設として、児童の養育に関する相談事業や短期入所生活援助事業などの

事業も実施しています。 

那覇市では、さくらの管理を行わせるに最適な指定管理者を指定するため、那覇市母子生活支援セン

ター条例（以下、「条例」という。）第15条の規定に基づき指定管理者を募集します。 

 

1. 目的 

この要項は、条例第15条の規定に基づき、さくらの管理を行う指定管理者を選定するために必要な

事項を定めるものです。 

 

2. 施設概要 

(1) 施設名称 那覇市母子生活支援センターさくら 

(2) 所在地  那覇市首里鳥堀町４丁目99番地 

(3) 開所年月日 平成15年８月１日 

(4) 施設規模  鉄筋コンクリート３階建（入所定員 20世帯）、敷地面積1,797㎡、建物面積783.6

㎡（延床面積1803.1㎡） 

(5) 施設内容 母子室（20室）、緊急一時保護室（４室）、集会室、学習室、調理室、浴室、事務室、

保育室、乳児室、静養室、医務室、便所 

 

3. 指定管理者業務 

(1) 指定管理業務は、条例第３条及び第18条に規定する次の業務です。 

① 次に掲げる業務の企画及び実施に関する業務 

1. 配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を保

護すること。 

2. 配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童の自

立の促進のためにその生活を支援すること。 

3. その他市長が必要と認める事業 

② 利用許可に関する業務 
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③ さくらの維持管理に関する業務 

④ その他市長が必要と認める業務 

(2) 指定管理業務の詳細については、別紙「那覇市母子生活支援センターさくら指定管理者業務仕様

書」（以下「仕様書」という。）のとおりです。なお、指定管理業務の全部を第三者に委託し、又

は請け負わせることはできません。ただし、仕様書に定める施設の維持管理業務、その他市長が

認めた業務については、事前に市の承認を得た上で、指定管理者から第三者に委託することがで

きます。 

 

4. 自主事業 

施設の効果的活用や利用者の利便性の向上を図るため、指定管理業務の実施を妨げない範囲で、

指定管理者の責任と費用負担による事業（以下「自主事業」という。）を行うことができます。 

ただし、事前に市に自主事業についての計画書を提出し、承認を得なければなりません。 

 

5. 指定の予定期間 

令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

6. 指定管理業務に要する経費等 

(1) 委託料 

委託料の額は、予算の範囲内で、会計年度ごとに締結する年度協定書で定めます。 

① 指定管理料 

委託料のうち、指定管理料については、指定管理予定候補者が応募の際に提示した収支予

算書の金額を参考に、市と指定管理者との間で協議の上、予算の範囲内で決定します。また

支払いは、会計年度ごとに年度協定書で定め、原則として四半期ごとに４分割した額を支払

います。指定管理料の上限額は、下記のとおりとします。 

 

 

 

 

 

② 施設の修繕費及び備品購入費 

委託料のうち、施設の修繕又は備品購入に要する費用については、各年度の予算額を限度

指定管理料上限額（５年間） 304,300,000円 

（年額上限額） 

令和８年度 59,650,000円 

令和９年度 60,250,000円 

令和10年度 60,860,000円 

令和11年度 61,460,000円 

令和12年度 62,080,000円 
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とし、指定管理者が行った方が業務の効率が図られると認める場合は、指定管理料と別に概

算で支払います。ただし、年度毎に精算し、不用額（余剰や未執行等）が生じた場合は、市

に返納しなければなりません。 

(2) 指定管理者の行う業務に関する経理 

指定管理業務に係る取引の状況を明確に表すため、指定管理者は一連の収入・支出について、

他の取引とは明確に区分した経理処理を行うこととします。また、指定管理業務に係る経費の出

納管理については、指定管理者専用の口座を開設し、管理するものとします｡ 

(3) 委託料に含まれる経費 

委託料には、人件費、事務費(光熱水費、通信運搬費、消耗品費、負担金等)、事業費などすべ

てを含むものとします。 

(4) 余剰額等の措置 

① 指定管理に係る経費は、年度ごとに精算することとします。 

② ①の場合において、指定管理者の経営努力により、収入の増加、経費削減等により、収支に

余剰が生じたときは、原則として余剰額の２分の１に相当する額を那覇市へ納入することと

します。 

③ 収支に不足が生じたときは、那覇市は補填を行わないものとします。 

 

7. 応募資格 

応募者は、指定期間中、さくらの管理を円滑かつ安定して実施する能力を有するとともに、児童福

祉法、母子及び父子並びに寡婦福祉法とさくらが設置された趣旨を十分に理解し、母子家庭等の自立

促進のための熱意と見識のある、社会福祉法人その他これに相当する団体で次の要件を全て満たすも

のとします。 

(1) 沖縄県内に登記簿上の本店を有すること。 

(2) 現在、定員20名程度の社会福祉施設（入所施設）を運営していること（自治体からの指定管理業

務及び業務委託を含む）。 

(3) 国税及び地方税の滞納がないこと。 

 

8. 欠格事項 

次のいずれかに該当する団体は、応募を行うことができません。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項(同項を準用する場合を含む)の規

定により、那覇市における一般競争入札等の参加を制限されている団体 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第11項の規定により、那覇市により指定の取り消

し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命じられている団体 

(3) 国税及び地方税を滞納している団体 
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(4) 会社更生法、民事再生法等に基づき更生又は再生手続中の団体 

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる

暴力団及びそれらの利益となる活動を行う団体 

(6) 代表者及び役員に破産者又は拘禁刑に処せられている者がいる団体 

 

9. スケジュール 

(1) 募集要項の配布     令和７年７月25日（金）～９月24日（水） 

(2) 公募説明会及び施設視察 令和７年８月14日（木） 

(3) 質問書の受付      令和７年８月７日（木）～８月22日（金） 

(4) 質問書の回答      令和７年８月25日（月）～８月29日（金） 

(5) 応募書類の受付     令和７年９月１日（月）～９月25日（木） 

(6) プレゼンテーション（選定審査会）  令和７年10月中旬予定 

(7) 指定管理者の決定          令和７年12月下旬予定(市議会の議決)  

(8) 指定管理者との基本協定締結     令和８年３月下旬 

(9) 指定管理者との年度協定締結     令和８年４月１日 

 

10. 指定管理者の応募手続き 

(1) 提出書類 

応募を希望する団体は、条例第15条第3項及び那覇市母子生活支援センター条例施行規則（以

下、「規則」という。）第５条第２項及び第３項に基づき、次の書類を提出してください。なお、

応募に際して必要となる費用は全て応募者の負担とします。また、提出書類の作成にあたっては、

関係法令、条例及び規則等の関係規定を十分ご確認ください。 

 

 書類名 
指定管理者 

募集に関する

様式集 

正 副 

１ 那覇市母子生活支援センター指定管理者指定申請書 様式１ ○ ○ 

２ 
指定予定期間の各年度における那覇市母子生活支援センター

指定管理業務の事業計画書 

様式２ ○ ○ 

３ 
指定予定期間の各年度における那覇市母子生活支援センター

指定管理業務の収支予算書 

様式３-１ 

様式３-２ 
○ ○ 

４ 団体概要書 様式４ ○ ○ 

５ 主要事業実績 様式５ ○ ○ 

６ 代表者の履歴書 － ○ ○ 

７ 役員の名簿及び履歴書 － ○ ○ 
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８ 
定款又は寄付行為（法人以外の団体にあっては、これらに相

当する書類） 
－ ○ ○ 

９ 法人にあっては、法人の登記事項に係る証明書 － ○ ○ 

10 
指定申請の日の属する事業年度（令和７年度）における応募

者の「事業計画書」及び「収支予算書」 
－ ○ ○ 

11 

直近３年分の事業報告書、収支計算書、貸借対照表、損益計

算書、財産目録といった、法人等の事業及び経営状況を明ら

かにする書類 

－ ○ ○ 

12 

納税証明書 

①法人の場合は、直近３年の国税・都道県税・市町村税の各

納税証明書。設立1年未満の場合は、代表者の直近３年の国

税・都道県税・市町村税の各納税証明書 

②その他団体の場合は、代表者の直近３年の国税・都道県税・

市町村税の各納税証明書 

－ ○ - 

13 応募資格要件に該当することの申立書 様式６ ○ ○ 

 

(2) 提出部数等 

① 正本１部、副本７部（複写可）とします。 

② 留意事項 

1. 用紙サイズは、パンフレットや他の機関から交付される証明書等を除き、原則Ａ４判と

します。 

2. 両面複写でも構いません。 

3. 副本（７部）は、原本を複写したもので構いません。 

4. 提出書類一式をフラットファイル等に綴り、書類ごとにタックインデックス等を付し、

書類の種類が判別できるようにしてください。 

5. 提出された書類や資料は理由の如何に関わらず返却いたしません。 

(3) 募集要項の配布 

原則、市の公式ホームページからのダウンロードとします。 

(4) 公募説明会及び施設視察の開催 

① 開催日時 令和７年８月14日（木） 午前10時半～12時 

② 開催場所  那覇市役所本庁 会議室 

③ 申込 ８月８日（金）までに、那覇市母子生活支援センターさくら指定管理者募集に関する

様式集（以下、「様式集」という。）「（様式７）公募説明会参加申込書」に必要事項を明記の



6 

 

上、電子メールにて提出してください。 

提出先：那覇市 こどもみらい部 子育て応援課（那覇市役所本庁３階45番窓口） 

児童家庭グループ 担当：金城、山田、城間 

電 話：（098）861-6951（直通） メールアドレス：H-KOSODA001@city.naha.lg.jp 

④ 留意事項 

1. 参加人数は１団体３名以内とします。 

2. 名刺等、所属がわかるものをご持参ください。 

(5) 募集要項・別紙業務仕様書に関する質問書の受付 

① 受付期間：令和７年８月７日（木）～ ８月22日（金） 

② 受付方法：質問の趣旨を簡潔にまとめて、様式集「（様式８）質問書」に必要事項を明記の

上、電子メールにて提出してください。なお、電話や口頭等による質問には原則として回答

いたしません。 

提出先：那覇市こどもみらい部子育て応援課（那覇市役所本庁３階45番窓口） 

児童家庭グループ 担当：金城、山田、城間 

電 話：（098）861-6951（直通） メールアドレス：H-KOSODA001@city.naha.lg.jp 

(6) 募集要項・別紙業務仕様書に関する質問への回答 

① 日程  令和７年８月25日（月）～８月29日（金） 

② 質問に対する回答は、市の公式ホームページにて掲載いたします。また、質問内容によって

は時間を要する場合があります。 

(7) 応募書類の受付期間及び受付時間 

受付期間内に応募書類を以下の受付場所へ直接持参し、提出してください。郵送、ＦＡＸ等に

よる提出は受付けません。なお、必要書類等を具備したもののみこれを受理するものとします。

受付期間後における応募書類の提出、再提出は受付けません 

① 受付期間 令和７年９月１日（月）～９月25日（木）（土、日、祝日を除く） 

② 受付時間：午前９時～午後４時半（正午～午後１時を除く） 

③ 受付場所：那覇市 こどもみらい部 子育て応援課 

       児童家庭グループ（本庁３階45番窓口） 担当：金城、山田、城間 

電 話 （098）861-6951（直通） 

住 所 沖縄県那覇市泉崎１丁目１番１号 
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11. 選定方法等 

指定管理予定候補者選定部会(以下「選定部会」)を開催し、書類審査及びプレゼンテーションによ

り指定管理予定候補者を選定します。なお、書類審査及びプレゼンテーションは下記（1）資格審査に

おいて合格した者を対象とし、日時及び場所については別途通知します。 

(1) 資格審査 

子育て応援課にて、以下の審査を行います。 

① 応募資格を満たしているか。 

② 欠格事項に該当していないか。 

③ 提出書類に不備はないか。 

(2) 書類審査及びプレゼンテーション 

① 日程 令和７年10月中旬予定 

② 場所 参加者へ別途通知 

③ 時間 １団体あたりプレゼンテーション15分、質疑応答20分 

④ 留意事項 

1. プロジェクター、パソコン等が必要な場合は、応募者が用意すること。 

2. 機器の設置は、プレゼンテーション開始時間までに行うこととし、開始時間を過ぎた場

合は、所要時間に含めること。 

3. 指定時間に遅れた場合、失格となる場合があります。 

(3) 選定基準 

選定部会は、条例第15条に基づき、次の基準を基本に、公平かつ適正に審査し、選定します。 

① 市民の平等な利用が確保できること。 

② 事業計画書の内容がさくらの効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮減が図られる

ものであること。 

③ 事業計画書の内容に沿ったさくらの管理を安定して行う能力を有すること。 

(4) 選定方法 

① 委員ごとに那覇市母子生活支援センターさくら指定管理予定候補者選定評価採点表に示す

項目ごとに採点し、その合計点が高い順に順位をつける。そして、順位を第１位とした委員

の数が最も多い団体を指定管理予定候補者に選定する。また、順位を第１位とした委員の数

が次に多い団体を次点候補者に選定する。 

② 上記①において、順位を第１位とした委員の数が同数の団体が２者以上ある場合は、当該団

体の順位を第２位とした委員の数が最も多い団体を指定管理予定候補者とする。 

③ 上記②において、順位を第２位とした委員の数が同数の団体が２者以上ある場合は、当該団

体の順位を第１位とした委員の当該団体に係る採点の合計点が最も高い団体を指定管理予

定候補者とする。 
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④ 公募結果として応募が１団体の場合においては、各委員の合意でもって指定管理予定候補者

とする。 

⑤ ①～④にかかわらず、委員全員の採点の合計点が満点の６割に満たない場合は選外とする。 

(5) 選定結果 

選定結果は、指定管理予定候補者の選定に係る庁議承認後にすべての応募団体に対し速やかに

文書で通知します。なお、選定結果については応募の概況、審査内容の概要及び応募団体の得点

等を市ホームページにて公表します。これらの選定結果について、応募団体は公表を承諾するも

のとします。 

 

12. 応募にあたっての留意事項 

(1) 次の要件に該当する応募は無効とします。 

① 応募書類に虚偽又は不正があった場合 

② 応募書類受付期限までに所定の書類が整わなかった場合 

③ その他不正な行為があった場合 

(2) 軽微なものを除き、提出後の書類の追加、変更及び削除は認められません。 

(3) 市が提供する資料等は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁じます。また、この検討

の目的の範囲内であっても、市の承諾を得ることなく、第三者に対しこれを使用させ、又は、内

容を提示することを禁じます。 

(4) 応募書類を提出した後に、応募を辞退する場合は、様式集「（様式９）辞退届」に必要事項を明

記のうえ提出してください。 

(5) 提出された応募書類等は返却しません。また提出された書類等は、那覇市情報公開条例に基づく

情報公開の対象となる場合があります。 

(6) 応募者が、指定管理予定候補者の選定に関して選定部会の委員と接触することを禁じます。接触

の事実が認められた場合には失格となることがあります。 

(7) 応募者は、応募書類の提出をもって本募集要項の記載内容を承諾したものとみなします。 

 

13. 指定管理者の指定 

(1) 指定管理者の指定 

指定管理予定候補者として選定された者は、市議会の議決(12月予定)を経て指定管理者として

指定されます。なお、議決が得られなかった場合及び否決した場合においては、指定管理予定候

補者が準備のために支出した費用等について、那覇市は補償しないものとします。 

(2) 指定管理者との協定締結 

指定管理者として指定された者は、規則第７条に基づき那覇市と協定を締結するものとします。 
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14. 事業開始前に管理の実施が困難になった場合 

(1) 指定管理者の業務開始前までの期間に、指定管理予定候補者として選定された者又は指定管理者

（以下「指定管理者等」という。）が、次の事項のいずれかに該当した場合は、指定管理予定候

補者としての決定又は指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

① 那覇市議会において指定に係る議案が否決されたとき。 

② 指定管理者等が倒産し、若しくは解散したとき又は社会的に非難される事件を起こしたとき 

③ 資金事情の悪化等により、業務の履行が確実でないと認められるとき。 

④ 指定管理者等が提出した書類に虚偽の記載があることが判明したとき。 

⑤ 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

⑥ この募集要項に定める応募資格を失ったとき又は応募資格がないことが判明したとき。 

⑦ その他指定管理者に指定することが不可能となったとき又は著しく不適当と認められる事

情が生じたとき。 

(2) 指定管理予定候補者としての決定又は指定管理者の指定を取り消した場合、前記11の指定管理者

の選定における順位により第２位に決定した応募者を、新たな指定管理者の候補者として選定し

ます。 

 

15. 指定管理業務の引継ぎ 

(1) 指定管理者は、指定期間満了又は指定の取消しにより指定管理業務を終了したときは、新たに指

定管理者として指定された団体へ指定管理業務について誠意をもって引き継ぎを行わなければ

なりません。その際、貸与備品等については、那覇市の確認を受けた後、新たに指定管理者とし

て指定された団体に引き継がなければなりません。 

(2) 指定管理者として指定された団体は、協定締結に先がけて新年度の事業計画書及び収支予算書等

を提出するともに、指定管理業務を円滑に開始するため、令和８年３月31日までに業務の引き継

ぎ等必要な準備を行っていただきます。なお、業務の引継ぎ等に係る経費は指定管理予定候補者

の負担となります。 

 

16. 物品の貸与等 

(1) 市が作成する備品台帳に記載した備品等については、指定管理者へ無償で貸与することとします。 

(2) 物品の使用および保管については、備品台帳を備え、善良な指定管理者の注意義務をもって行う

こととします。 

(3) 那覇市に帰属する物品で、処分等を行う場合は、市と事前に協議し、異動があった場合は、その

都度、市に報告することとします。  

(4) 市が予め用意するもの及び市が委託料の一部として指定管理料と別に支払った備品購入費で指

定管理者が購入するものについては、その所有権は市に帰属します。また、指定管理者が自らの
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負担と責任で購入した備品については、指定管理期間終了の際には撤去することとなりますが、

双方協議により市に引き継ぐことができるものとします。 

 

17. 関係法令の遵守 

指定管理者はさくらの管理において次の法令を遵守しなければなりません。 

(1) 那覇市母子生活支援センター条例 

(2) 那覇市母子生活支援センター条例施行規則 

(3) 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

(4) 地方自治法 

(5) 児童福祉法 

(6) 母子及び父子並びに寡婦福祉法 

(7) 個人情報の保護に関する法律 

(8) 那覇市個人情報の保護に関する法律施行条例 

(9) 那覇市情報公開条例 

(10) 指定管理者の情報公開に関する基準 

(11) その他関連する法令等 

 

18. その他 

現指定管理者は、指定管理業務以外の業務として、市より以下の業務を受託し実施しています。

指定管理予定候補者に選定された場合、事業所管課より当該事業の受託の可否について打診があ

る場合があります。事業の詳細は「（別添）さくらで実施されている指定管理業務以外の事業につい

て」をご参照ください。 

（１） ひとり親家庭学習支援事業（子育て応援課） 

（２） 短期入所生活援助事業（こどもえがお相談課） 

（３） 病児保育事業（こどもみらい課） 

（４） 夜の子どもの居場所事業（子供の貧困緊急対策事業の中の居場所事業）（保護管理課） 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 

 

19．参考資料 

 

   令和６年度さくら指定管理料支出実績 

 

支出費目   金額（円） 

給与手当 29,835,625 

職員諸手当 9,852,960 

賃金 277,000 

報償費 13,500 

法定福利費 6,495,765 

退職給付 495,520 

福利厚生費 147,603 

旅費交通費 430,301 

通信運搬費 308,394 

給食費 315,448 

保険衛生費 204,238 

教養娯楽費 220,840 

保育教材費 11,580 

研修費 236,170 

賃借料 886,570 

印刷製本費 117,826 

消耗品費 393,731 

図書費 33,825 

分担金 163,500 

燃料費 110,629 

保険料 587,030 

業務委託費 6,464,899 

租税公課 10,000 

光熱水道費 1,341,915 

雑費 259,946 

合 計 59,214,815 

 



（別添） 

 

 

 

 

 

 

  

さくらで実施されている 

指定管理業務以外の事業について 

那覇市こどもみらい部子育て応援課 



 那覇市ひとり親家庭等学習支援事業  

 

 

 １  事業の概要 

    ひとり親家庭の子どもに対し、基本的な生活習慣の習得支援及び学習支援を行うことにより、

ひとり親家庭の子どもの生活の向上を図ることを目的とした事業で、母子生活支援センターさく

らにおいて、悩みや進路相談の対応や、児童の学校の教科書や宿題を基本に学習を支援する

ことで学習習慣の定着をめざす事業です。 

 

 ２  対象者 

   那覇市内に住所を有するひとり親家庭又は養育者家庭の児童（小学生に限る） 

 

 ３  業務体制 

  定員 20名 

   管理者１名、学習支援員の募集・選定・配置調整、教材の作成等を行うコーディネーター１名、

大学に在学するもの又は大学を卒業した者、又は同程度の要件を満たす学習支援員を１名配

置しています。 

 

 ４  令和６年度事業費実績 

   【業務委託料】       5,633,000円 

    （内訳）      報酬 4,449,822円 

          需用費（印刷製本費、光熱水費） 433,386円 

               役務費（通信運搬費、傷害保険・児童 20名） 82,920円 

委託費（床ワックス、健康診断） 27,000円 

使用料及び賃借料（コピー機、電話機貸借） 165,600円 

一般管理費 474,272円 

 

 ５  実績 

   

年度 延べ利用人数 開所日数 平均人数 
執行額 

Ｒ４（ひとり親学習支援ボラン

ティア事業） 
    2，676人 230日 11.6人 5,213,000円 

Ｒ５（ひとり親学習支援ボラン

ティア事業） 
    2，792人 236日 11.8人 5,217,000円 

Ｒ６     4，014人 245日 16.4人 5,633,000円 

 

 



 短期入所生活援助事業  

 

 １  事業の概要 

児童を養育している家庭の保護者が疾病等の事由によって家庭における児童の養育が一時的

に困難となった場合、子育てに係る保護者の負担軽減が必要な場合及び経済的な理由により緊

急一時的に母子を保護することが必要な場合に施設において一時的に養育・保護することにより、

これらの児童及び家庭の福祉の向上を図る。 

 

 ２  対象者 

市内に住所を有する 2歳以上で満 12歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある児

童であって、当該児童の保護者が次の各号のいずれかに該当し、かつ、他に当該児童を養育す

る者がいないもの又は緊急一時的に保護を要する母子とする。 

（1）保護者が、疾病、出産、けが等により入院、加療、療養を要する場合 

（2）保護者が、親族の疾病等によりその看護又は介護に当たる場合 

（3）保護者が、事故、災害等にあった場合 

（4）保護者が、冠婚葬祭、公的行事等への参加のため不在となる場合 

（5）保護者が、仕事で出張する場合 

（6）保護者が、育児疲れ、育児不安など身体上又は精神上の理由により負担軽減が必要な場合 

（7）経済的問題等により緊急一時的に母子保護を必要とする場合 

（8）その他市長が特に必要と認めた場合 

 

３ 定員 

   ショートステイの定員は６名以上（現在の定員が６名のため） 

   親子ショートの定員は一組以上（現在の定員が１組のため） 

 

 ４ 業務体制 

（１） 実施場所  児童および母子が過ごせる専用の部屋を有する施設 

（２） 業務内容  ・食事の提供及び身の回りの世話（送迎含む） 

・学習の援助及び遊びの指導 

・その他必要と認めたもの 

（３） 職員の配置 保育士１名、学童１名、夜間職員１名以上を配置すること。 

 

 

 

 

 

 

 



５ 令和６年度実績内訳 

業務委託料  

➀人件費 7,504,304円 

②消耗品費             329,469円 

③光熱水費 229,431円 

④給食費 935,600円 

⑤送迎費 233,190円 

⑥一般管理費 923,199円 

⑦利用料 336,150円 

合計（①+②+③＋④+⑤+⑥-⑦） 9,819,043円 

 

 

６ 令和４年度～令和６年度実績 

年度 利用延日数（利用延人数） 執行済額 

Ｒ４ 1,083日（170人） 9,347千円 

Ｒ５ 843日（172人） 9,586千円 

Ｒ６ 1,065日（201人） 9,820千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



病児保育事業 

 １  事業の概要 

    児童が病気(発熱、感染症など)にかかったときに、保護者が就労等の理由で保育が困難な場合に、

医師の診察後に、病院等に敷設された専用スペースで看護師・保育士が病気の児童を一時的に保育す

るほか、保育中に体調不良となった児童への緊急対応を行うことで、安心して子育てができる環境を整

備し、児童の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

 ２  対象者  次のいずれにも該当する児童を対象とする。 

（1） 那覇市内に住所を有する児童。(乳児・幼児又は小学校に就学している児童) 

ただし、空きがある場合のみ市外児童の受入れも可能。 

   （2）病気の「回復期に至らない場合（病児）」や「回復期（病後児）」であり、かつ当面の症状の急変が認

められない児童。 

   （3）保護者が仕事、疾病、冠婚葬祭等により家庭で保育を行うことが困難な児童。 

 

 ３  定員 

   利用定員は原則 3人以上とする。 

 

 4  業務体制  

   （1）実施場所 保育室及び児童の静養又は隔離機能を持つ観察室又は安静室を有すること。 

   （2）職員の配置 保育士及び看護師等の 2 名以上の体制で行うこと。(ア看護師等は利用児童 10 人

につき 1人及び、保育士は利用児童 3人につき 1人以上配置すること)  

   （3）医療機関との連携等 児童の病態の変化に的確に対応し、感染の防止を徹底するため  

     日常面での指導、助言を行う医師(指導医)をあらかじめ選定すること。 

 

 6  令和６年度実績内訳 

①人件費 7,456,003円 

②光熱水費 139,251円 

③給食費 342,000円 

④送迎費 0円 

⑤一般管理費 998,446円 

⑥利用料 83,700円 

①+②+③+④+⑤-⑥ 8,852,000円 

 

 5  令和４年度～令和６年度実績 

年度 申請人数 利用人数 執行済額 

Ｒ４     572人 323人   8,942,000円 

Ｒ５     614人 312人 9,194,900円           

Ｒ６     402人 222人 8,852,000円           



夜のこどもの居場所事業 

 

１  事業の概要 

 拠点型こどもの居場所では、一般的なこどもの居場所では対応困難なこども（不登校、ひきこも

り、発達障害、非行のこども等）及びその保護者に対し、ソーシャルワーク（こどもと保護者が抱え

る課題を包括的に理解するアセスメント、社会資源への仲介・調整、支持・援助等）を行うとともに、

こどもの状況に応じて、通常の居場所で行っている食事の提供や共同での調理、生活指導、学習

支援、就学継続のための支援、キャリア形成等支援活動について手厚い専門的な支援といった

活動を原則週 5日以上、年間 12月実施する。 

 

２  対象者 

・生活困窮世帯で一般的なこどもの居場所では対応困難なこども（不登校、ひきこもり、発達障害、

非行のこども等）※夜のこどもの居場所では 2 歳～小学校 6 年生までの（対応困難な）こどもを対

象としている。 

 

３  業務体制 

・社会福祉士等のソーシャルワークに係る専門的な知識及び技術又はこれに相当する十分な経

験を有する者を配置すること。 

・学習支援を行う際は教員免許又は学習塾での指導経験を有する者を配置することが望ましい。

（※教員免許又は学習塾での指導経験がなくても可） 

・中高生を対象に、キャリア形成等支援を行う場合は、キャリアコンサルタント等のキャリア形成支

援にかかる専門的知識及び技術を有する者を配置することが望ましい。（※キャリア形成支援に

かかる専門的知識及び技術がなくても可。） 

※拠点型こどもの居場所の実施体制例 

（1）保育士３名（１日 4H週５日勤務２名、１日 8Ｈ土日祝勤務１名） 

（2）学習指導員２名（１日 5Ｈ週５日勤務 2名） 

（3）サポートスタッフ３名（１日 3Ｈ週５日勤務２名、１日 8Ｈ土日祝勤務１名） 

（4）臨床心理士１名（※非常勤。月５時間勤務） 

 

４  令和６年度実績 

【補助金】14,000,000円 主な使途 人件費、消耗品費（食材含）、光熱水費（他事業と按分）等 

 

５  実績 

年度 予算額 居場所の延べ利用人数 執行済額 

Ｒ４ 14,000,000円 6,830人 14,000,000円 

Ｒ５ 14,000,000円 7,717人 14,000,000円 

Ｒ６ 14,000,000円 8,775人 14,000,000円 


